





















アテネ条約要点新旧対比表
	項　　目
	1974アテネ条約
	1990改定議定書
	2002改定議定書

	発効年月日
	1987年4月28日
	未発効
	未発効

	適用対象
	以下の国際運送
･船舶の旗国が締約国

･運送契約締結地が締約国内
･契約上発着地が締約国内

	責任原則と挙証責任
	①旅客の死傷/船室持込手荷物：
遭難・衝突・爆発火災・船舶の故障等による事故（海難）：

過失推定（無過失の挙証責任は運送人）
海難以外：過失責任（過失の挙証責任は原告）
②その他手荷物：過失推定（無過失の挙証責任は
運送人）
③その他：過失責任（過失の挙証責任は原告）
	①旅客の死傷：
海難事故：

･25万SDR/人/事故まで：
厳格責任（戦争等は除く）

･25万SDR/人/事故超：
　　　 過失推定（無過失の挙証 

        責任は運送人）
　海難以外：過失責任（過失の挙証責任は原告）
②船室持込手荷物：
海難事故：過失推定(無過失の挙証責任は運送人）
海難以外：過失責任（過失の
           挙証責任は原告）
③その他手荷物：過失推定(過
失の挙証責任
は運送人）

	責任制限額
	①旅客の死傷：

　46,666SDR/人/運送
＊国内法で高額制限設定可

②船室持込手荷物：
833SDR/人/運送

③自動車：

　3,333SDR/台/運送

④その他手荷物
　1,200SDR/人/運送
	①旅客の死傷
175,000SDR
＊同左
②船室持込手荷

　物：1,800SDR
③自動車：
　10,000SDR
④その他手荷物:
　2,700SDR
	①旅客の死傷：
　400,000SDR/人/事故

＊国内法で高額制限設定可
②船室持込手荷物：
2,250SDR/人/運送

③自動車：

　12,700SDR/台/運送

④その他手荷物：
　3,375SDR/人/運送　

	強制保険と直接請求
	
	・旅客定員12名超の船舶は250,000SDR/人/事故以上の保険等の資力担保維持

・締約国は資力証明書発給

・保険者等資力担保者への直接請求可（資力担保者の責任制限額：250,000SDR/人/事故）

	寄与過失
	旅客に寄与過失ある場合運送人の責任減免

	責任制限阻却事由
	意図的/無謀かつ損害発生の可能性を知りつつ取った作為/不作為（挙証責任は原告）

	項　　目
	1974アテネ条約
	1990改定議定書
	2002改定議定書

	除斥期間


	原則2年

・傷病：下船日から起算

・運送中の死亡：下船予定日から起算

・下船後死亡：死亡日から起算（下船後3年を限度）

・手荷物の損失：下船日/下船予定日の遅い方から起算

	
	裁判所による延長：

下船日/下船予定日の遅い方から3年まで延長可


	裁判所による延長：

下船日/下船予定日の遅い方から5年（損害を知ったか知り得た日が早い場合はその日から3年）まで延長長可

	
	事故後の運送人の意思表示/当事者の合意による延長可


	裁判管轄
	締約国の裁判所で、原告が以下から任意選択

・被告の住所地/本店所在地

・運送契約上の発着地

・原告の居/住所地（被告の営業所があり同国の裁判管轄に服する場合）

・運送契約締結地（被告の営業所があり同国の裁判管轄に服する場合）

	発効
	10カ国批准後90日
	（同左）
	10カ国批准後12ヶ月

	金額の

簡易改定手続
	
	IMO法律会議で締約国の2/3以上の賛成で可決された改定案の通知後18ヶ月間に締約国の1/4以上から異議が出なければ受諾されたと看做し、受諾後18ヶ月で発効（ただし、5年間は改定せず、増額限度は年率6%複利計算/3倍以内）

	地域的経済

統合体の参加
	
	地域的経済統合体は構成国に代わり参加可（構成国数の投票権を保持するが、締約国数には不算入）


（注）1974年アテネ条約の計算単位は金フランだが、上記表中の計算単位は比較の便宜上
1976年の改定議定書によるSDR表示とした。






























以上


